
府 開 港 計 第 9 号 

平成 3１年 2 月 19 日 

 

各港湾管理者 担当部長 殿 

 

 

内閣府沖縄総合事務局開発建設部長 中島 靖 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

 

 

不法係留船対策に使用する小型船舶の所有者に関する登録情報を 

無償で提供する仕組みについて（周知） 

 

 

 

 標記について、「平成29年の地方からの提案等に関する対応方針」（平成29年12月 26日閣議決定）

に基づき、小型船舶の所有者に関する登録情報を円滑な不法係留船対策の実施に必要な範囲で地方公

共団体が無償で取得できる仕組みを、海事局が別添のとおり定めましたので、周知致します。 

 

 

 

 

 

（添付書類） 

1.不法係留船対策に使用する小型船舶の所有者に関する登録情報を無償で提供する仕組みについて

（周知依頼）（平成31年 1月 18日付 国港海環第72号） 

2. 不法係留船対策に使用する小型船舶の所有者に関する登録情報を無償で提供する仕組みについて

（周知依頼）（平成30年 12月 26日付 国海査第388号の2） 

3. 不法係留船対策に使用する小型船舶の所有者に関する登録情報を無償で提供する仕組みについて

（周知依頼）（平成30年 12月 26日付 国海査第388号） 

4.不法係留船の登録情報提供申請書（第1号様式）及び記載例 

5.船舶番号リスト（別紙1）及び記載例 

6.船体識別番号リスト（別紙2）及び記載例 

 

 

 

 

 



 
国 港 海 環 第 72 号 
平成 31 年 1 月 18 日 

 
 
各地方整備局港湾空港部長  
北海道開発局港湾計画課長   殿 
沖縄総合事務局開発建設部長 
 
 

国土交通省 港湾局 海洋・環境課長  
                           （公 印 省 略） 

 
 

不法係留船対策に使用する小型船舶の所有者に関する登録情報を 
無償で提供する仕組みについて（周知依頼） 

 
 
 
標記について、「平成 29 年の地方からの提案等に関する対応方針」（平成 29 年 12 月

26 日閣議決定）に基づき、小型船舶の所有者に関する登録情報を円滑な不法係留船対策

の実施に必要な範囲で地方公共団体が無償で取得できる仕組みを、海事局が別添のとお

り定めましたので、周知いたします。 
貴部局におかれましては、別紙の申請様式等とあわせて、各港湾管理者への周知方、

宜しくお願い致します。 
 
 
（添付書類） 
１．不法係留船対策に使用する小型船舶の所有者に関する登録情報を無償で提供する仕

組みについて（周知依頼）（平成 30 年 12 月 26 日付 国海査第 388 号の 2） 
２．不法係留船対策に使用する小型船舶の所有者に関する登録情報を無償で提供する仕

組みについて（平成 30 年 12 月 26 日付 国海査第 388 号） 
３．不法係留船の登録情報提供申請書（第 1 号様式）及び記載例 
４．船舶番号リスト（別紙 1）及び記載例 
５．船体識別番号リスト（別紙 2）及び記載例 
 






















